
 

大綱策定のベースとすることができる本市の計画と国の計画との関連性 

 

●国の教育振興基本計画【第２期】（平成２５年６月閣議決定） 

・基本的な方向性（教育基本法第１７条第１項に規定する方針） 

基本的方向性 ８つの成果目標 区分 

１ 社会を生き抜く力の養

成 

１ 生きる力の確実な育成 国 1 

２ 課題探求能力の修得（大学教育の質的改善など） 国 2 

３ 生涯を通じた自立・協働・創造に向けた力の修得 国 3 

４ 社会的・職業的自立に向けた能力・態度の育成等 国 4 

２ 未来への飛躍を実現す

る人材の養成 

５ 社会全体の変化や新たな価値を主導・創造する人材等の養

成（高度な学習の機会提供、グローバル人材の育成など） 
国５ 

３ 学びのセーフティネッ

トの構築 

６ 意欲ある全ての者への学習機会の確保（教育費の負担軽減、貧

困対策など） 
国６ 

７ 安全・安心な教育研究環境の確保 国７ 

４ 絆づくりと活力あるコ

ミュニティの形成 
８ 互助・共助による活力あるコミュニティの形成 国８ 

 

 

 

 

 

② 第五次鹿児島市総合計画（教育関連部分を抜粋） 

基本目標：学ぶよろこびが広がる誇りあるまち 国の区分 

との関連 基本施策 単位施策 

１ 学校教育の充実 

Ⅰ 心を育む教育の推進 

Ⅱ 個性と能力を伸ばす教育の推進 

Ⅲ 体育・健康・安全の充実 

Ⅳ 信頼される学校づくりの推進 

Ⅴ 学びを支援する教育環境の充実 

国１ 

国５ 

国６ 

国７ 

２ 生涯学習の充実 

Ⅰ 青少年の健全育成 

Ⅱ 家庭・地域の教育力の向上 

Ⅲ 生涯学習環境の充実 

国１ 

国３ 

国８ 

３ 市民文化の創造 

Ⅰ 文化振興 

Ⅱ 文化財の保護と活用 

Ⅲ 近代化産業遺産の保存と活用 

国１ 

国８ 

４ ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝの振興 
Ⅰ 生涯スポーツの推進 

Ⅱ 競技スポーツの推進 
国５ 

 

 

 

 

 

 

① 鹿児島市教育振興基本計画（前期） 

１１年間を通じて目指

すべき教育の姿 

（か）鹿児島市に誇りを持ち、 

（ご）これからの時代に必要な生きる力を養い、 

（し）心身ともにたくましく、 

（ま）学び続ける人材を社会全体で育成します。 

 

 

 

 

教育の取組における視

点（基本的な考え方） 

１ 生涯を通じて自らを磨き、生活や職業に必要な知識等を継続

的に習得することができる生涯学習社会の実現 

２ 学校・家庭・地域の連携強化による社会全体の教育力の向上 

３ 我が国と郷土を愛し、公共の精神を尊び、社会の形成に主体

的に参画する人材の育成 

施策の方向性 具体的施策 
国の区分 

との関連 

(1) 道徳心や社会性を養い、心

身ともにたくましい子どもを

育成する 

①道徳教育の充実  ⑥健康教育の充実 

②人権教育の充実  ⑦食育の推進 

③生徒指導の充実  ⑧青少年教育と体験活動の充実 

④教育相談の充実  ⑨子ども読書活動の推進 

⑤学校体育の充実 

国１ 

国３ 

国６ 

(2) 「確かな学力」を持ち、個

性あふれる子どもを育成する 

①幼児教育の充実        ⑦高等学校教育の充実 

②学習指導の充実        ⑧中高一貫教育の充実 

③進路指導・キャリア教育の充実 ⑨郷土教育の推進 

④へき地・複式教育の充実    ⑩国際理解教育の推進 

⑤特別支援教育の充実      ⑪環境教育の推進 

⑥情報教育の充実        ⑫消費者教育の充実 

国１ 

国３ 

国４ 

国５ 

国６ 

(3) 信頼される開かれた学校教

育を推進する 

①学校経営の充実    ⑦学校支援ボランティアの活用 

②教育課程の改善・充実 ⑧教育費負担の軽減 

③学校評価の推進    ⑨教育委員会活動の活性化 

④教職員の資質向上   ⑩学校規模の適正化 

⑤学校安全の充実    ⑪私立学校等との連携 

⑥教育施設の整備・充実 

国１ 

国６ 

国７ 

国８ 

(4) 家庭や地域の教育力を高

め、社会全体で人づくりを進

める 

①家庭教育の充実    ④青少年を育む環境づくりの推進 

②地域で学校を支援する体制の確立 

③校区公民館活動の充実 
国８ 

(5) スポーツや文化の振興を図ると

ともに、だれもが、いつでも、ど

こでも学べる環境づくりに努める 

①生涯スポーツの推進  ④文化財の保護と活用 

②競技スポーツの推進  ⑤生涯学習環境の充実 

③文化振興 

国３ 

国５ 

国８ 

※ ：目標や施策の根本となる方針の部分（詳細は【資料３－３】）     

※策定根拠：教育基本法 第１７条の２ 

          地方公共団体は、前項の計画（国の教育振興基本計画）を参酌し、その地域の実情に応じ、

当該地方公共団体における教育の振興のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努め

なければならない。 

 

個別計画 

参 酌 

【資料３－２】 


